
 
 国立大学法人小樽商科大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

① 役員の報酬等の支給状況

平成１６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,442 12,828 5,199
256
158

（調整手当)
(寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

29,205 20,232 8,201

24
404
343

（通勤手当)

（調整手当)

(寒冷地手当）
千円 千円 千円 千円

210 210 0 0 （　　　　）
千円 千円 千円 千円

0 0 0 0 （　　　　）
千円 千円 千円 千円

510 510 0 0 （　　　　）
注：　「調整手当」とは，民間における賃金，物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に
　　支給されているものである。

② 役員の退職手当の支給状況（平成16年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし
監事

法人での在職期間 摘　　要

法人の長

理事

理事
（２人）

理事
（非常勤）

（１人）

監事

（0人）

監事
（非常勤）

（２人）

役名
就任・退任の状況

その他（内容）

法人の長

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



    

Ⅱ 職員給与について

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

168 45 8,043 5,816 133 2,227
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 42 5,956 4,388 98 1,568
人 歳 千円 千円 千円 千円

120 46 8,891 6,397 147 2,494
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

非常勤職種については該当者２名のため，当該個人に係る情報が特定されるおそれのあることから平均年齢以下の事
項については記載していない

事務・技術

教育職種
（大学教員等）

常勤職種その他医療職員（看護婦）については該当者１名のため，当該個人に係る情報が特定されるおそれのあること
から平均年齢以下の事項については記載していない

その他医療職員
（看護師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員等）

医療職種
（看護師）

うち所定内人員 うち賞与平均年齢
平成16年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

医療職種
（医師）

医療職種
（看護師）

医療職種
（医師）

再任用職員

事務・技術

教育職種
（大学教員等）

医療職種
（医師）

教育職種
（大学教員等）

医療職種
（医師）

医療職種
（看護師）

医療職種
（看護師）

非常勤職員

事務・技術

 



②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

課長 6 55 8,549 8,632 8,928

課長補佐 4 56 - 7,164 -

係長 19 47 5,816 6,521 7,106

主任 6 36 4,452 4,707 4,668

係員 12 29 3,249 3,560 3,826

　　　　　本法人には「本部課長」及び「地方課長」と区分がないため、原則として「本部課長」
　　　　　を掲げるところ、「課長」を記載した。なお、「課長」には、課長相当職である「室長」
　　　　　及び「事務長」を含む。

平均年齢人員分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員等）)〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除
く。以下、⑤まで同じ。〕
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（教育職員（大学教員等））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 57 53.4 9,571 10,287 10,883

助教授 54 39.6 7,177 7,572 7,982

助手 8 41.3 5,933 4,552 6,472

人員 平均年齢分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 平均

教育職員（大学教員等）のうち教務職員については該当者１名のため，当該個人に係る情報が特定されるおそれ
のあることから記載していない

教育職員（大学教員等）のうち24から27の年齢については該当者１名のため，当該個人に係る情報が特定される
おそれのあることから人数以外の事項については記載していない
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 ③

事務・技術職員

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的 係員 係員 主任 係長 係長 係長
な職位 主任 課長補佐

人 人 人 人 人 人 人

該当なし 5 9 9 11 6
（割合） (%) (10.6%) (19.1%) (19.1%) (23.4%) (12.8%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

～　　 ２８～２４ ３３～２８ ４４～３４ ５５～４２ ５７～４９

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
2，928～
2，048

3，288～
2，521

４，４２２～
３，３８４

５，２６５～
４，１６８

５，５９５～
５，２８４

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
3，830～
2，767

４，４５２～
３，４５０

６，００３～
４，５１０

７，１０６～
５，７８７

７７１１～
７３８０

区分 計 7級 8級 9級 10級 11級

標準的 課長補佐 課長 該当なし 事務局長 事務局長
な職位 課長

人 人 人 人 人 人

3 4 該当なし 該当なし 該当なし
（割合） (6.4%) (8.5%) （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳

５５～５４ ５７～４９ ～ ～ ～
千円 千円 千円 千円 千円

６，３１２～
５，０６３

６，５９６～
６，４４０

～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

８，５４９～
７，１１５

８，９３６～
８，７０７

～ ～ ～

教育職員（大学教員）

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級

標準的 教務職員 助手 講師 助教授 教授

な職位
人 人 人 人 人 人

1 8 2 48 61

（割合） （0.8%) (6.7%) （１.７%) （40％） (50.8%)
歳 歳 歳 歳 歳

～　　 ５７～２６ ３２～３２ ５０～３２ ６２～４２

千円 千円 千円 千円 千円

～
５，４１８～
３，０１８

４，５６０～
４，３１０

６，０５０～
４，６４５

８，９０９～
５，５９９

千円 千円 千円 千円 千円

～
７，４１４～
４，０９２

６，１９９～
５，９１８

８，４６７～
６，５００

１２，５５９～
７，８３８

職級別在職状況等（平成１７年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員等）)

人員

年齢（最高～最低）

年間給与額(最高～最

低)

所定内給与年額(最

高～最低)

年齢（最高～最低）

人員

所定内給与年額(最

高～最低)

年間給与額(最高～最

低)

人員

所定内給与年額(最

高～最低)

年間給与額(最高～最

低)

教育職員（大学教員）については該当者１名のため，当該個人に係る情報が特定されるおそれのあることから年齢以下の

事項については記載していない

年齢（最高～最低）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

66.6 68.8 67.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
33.4 31.2 32.3

％ ％ ％

          最高～最低 35.4～32.8 36.7～29.6 35.2～31.3

％ ％ ％

66.2 69.2 67.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
33.8 30.8 32.2

％ ％ ％

          最高～最低 40.0～27.9 37.3～28.2 35.5～28.9

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

67 69.4 68.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
33 30.6 31.7

％ ％ ％

          最高～最低 36.4～32.1 33.3～29.3 34.8～30.6

％ ％ ％

66.4 69.4 68

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
33.6 30.6 32

％ ％ ％

          最高～最低 36.4～31.8 33.3～29.2 34.8～30.5

⑤

対国家公務員（行政職（一）） 89.7

対他の国立大学法人等 103.1

【教育職員（大学教員等）】

対国家公務員（旧教育職(一) ） 99.4

対他の国立大学法人等 98.0

注：「対他の国立大学法人等」は、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準との比較

Ⅲ　総人件費について

当年度

（平成16年度）

前年度

（平成15年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

医療職員（看護師）については該当者１名のため，当該個人に係る情報が特定されるおそれのあることから記載していない

【事務・技術職員】

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員（大学教員
等））

対国家公務員（行政職（一）／旧教育職(一)）

-

(11.7)
- -

-
(11.7)

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

教育職員（大学教員等）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

中期目標期間開始時（平成１

６年度）からの増△減

(0.7)
- -

給与、報酬等支給総額
(A)

人件費
（(A)＋退職手当繰入＋法定福利
厚生費） 214,357

1,819,247 12,096

223,502

2,036,469

2,124,926

1,822,112

④

最広義人件費

賞与（平成１６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員等））

「前年度（平成15年度）」の数値には法人化により必要となった雇用保険の事業主負担分及び
労働者災害補償保険分は含まれていない。

一律支給分（期末相当）

事務・技術職員

区　　分 比較増△減

1,831,343

1,901,424

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
Ⅳ 報酬・給与の考え方、改定について
１　平成１６年度における役員報酬・職員給与の改定の概要

改定の
有無

改定率
（平均）

有 0% なし
寒冷地手当の改正

通勤手当の改正 調整手当の改正

有 0% なし
寒冷地手当の改正

通勤手当の改正 調整手当の改正

無 なし

有 0% なし
寒冷地手当の改正

通勤手当の改正

調整手当の改正

２　役員報酬

① 平成１６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬水準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

通勤手当の改定を行なったが役員に該当者はいなかった
 ３　職員給与

中期目標期間中の予算の年度展開を参考に、本学内にて決定された
当初予算の範囲内で運用。

② 職員給与決定の基本方針
ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

毎年の人事院勧告に準拠して、国家公務員と本学職員の給与水準が
同程度となるように決定。

イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
賞与：勤勉手当　職員毎に勤務成績を査定し，査定の結果に応じて
成績率を決定している。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

ウ 平成16年度における給与制度の主な改正点

Ⅴ 法人が必要と認める事項 特になし

手当の主な改定内容

① 人件費管理の基本方針

　職　　　員

　法　人　の　長

　役　員（常勤）

区　　分

　役　員（非常勤）

本学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等

に、国立大学法人評価委員会の本学に対する業績評価の結果を参考にし、その

額の1０／１００の範囲内で、増減した額ととしている。

人事院勧告に準拠し、交通機関等利用者の通勤手当について

は、６箇月定期券等による一括支給を基本とし５５，０００円まで

全額支給、 交通用具使用者に係る通勤手当については、距離

の区分を６０㎞以上までの区分とし最高２４，５００円まで支給、

調整手当は指定解除地域のため１％引き下げの経過措置を行

ない、異動保障の支給を異動前の在職期間が６箇月を超えるこ

とを要件化し、また、支給期間を２年間とし、２年目の支給割合

を１年目 の８０／１００に引き下げ，寒冷地手当を一括支給から

月払いとし，年間３０,０００円支給額

同上

特に良好な成績で勤務した者には、１号俸又は２号俸上位の号俸に昇給

させることが出来る。（本学職員給与規程による）

本俸の主な改定内容

人事院勧告に準拠し、交通機関等利用者の通勤手当について
は、６箇月定期券等による一括支給を基本とし５５，０００円まで
全額支給、 交通用具使用者に係る通勤手当については、距離
の区分を６０㎞以上までの区分とし最高２４，５００円まで支給、
調整手当は指定解除地域のため１％引き下げの経過措置を行
ない、異動保障の支給を異動前の在職期間が６箇月を超えるこ
とを要件化し、また、支給期間を２年間とし、２年目の支給割合
を１年目 の８０／１００に引き下げ，寒冷地手当を一括支給から
月払いとし，年間３０,０００円支給額

制度の内容
６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という 。）にそれぞれ在職する職員に対し、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞれ

支給割合を決定する。（本学職員給与規程による）

原則、１年間良好な成績で勤務した者には、１号俸上位の号俸に昇給させ

ることが出来る。（本学職員給与規程による）

昇格：特に勤務成績が優秀で、かつ所が定める必要経験年数を有している者は上位の

　　　　職務の級に決定することが出来る。（本学職員給与規程による）

降格：勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することが出来る。（本学職員給与

　　　　規程による）

賞与：勤勉手当

（査定分）

給与種目

昇　　　給

昇格・降格

特別昇給

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


